
青森県自然・地域と再生可能エネルギーとの共生に関する条例について
（令和７年７月１日施行） ＜環境政策課＞

１ 共生条例の目的
本県の自然環境、景観、歴史・文化等と再生可能エネルギー発電事業との共生を図る

２ 基本理念
（１）自然環境、景観、歴史・文化等の継承
（２）再生可能エネルギーの円滑な導入促進
（３）関係者間の相互理解と協力

３ 対象事業
再生可能エネルギー発電施設（太陽光２，０００kW以上 風力５００ｋW以上）の新設又は増設
（海域に設置されるもの、建物等に設置されるものを除く）

４ 条例の概要

次の二つの手法を組み合わせて運用することにより、現代の世代が未来の世代に引き継ぐべき環
境を保全することを前提に、持続可能な形で、本県における再生可能エネルギーの円滑な導入を促
進する。
（１）地域区分の設定（ゾーニング）

 再生可能エネルギーに対する保護・保全の地域区分（ゾーン）を明示する。
（２）合意形成の手続（合意形成プロセス）

 事業者に対し、地域との合意形成に向けた手続を義務付ける。知事は、市町村等の意見を踏ま
えて、事業者の計画について認定・不認定を判断し、事業者に通知する。
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区分 地域の概要

調整地域
保護地域、保全地域以外の地域

共生区域
自然環境・地域との共生を図りながら、再エネの導入を促進する区域
（自然環境・地域と再生可能エネルギーとの共生が図られると知事が認め
た区域））

保全地域

自然環境、景観、歴史・文化等を良好な状態で未来に継承するために保全
する地域
（共生区域となる場合を除き、再生可能エネルギー事業を計画できない地
域）

保護地域
自然環境、景観、歴史・文化等を良好な状態で未来に継承するために保護
する特別な地域
（再生可能エネルギー事業を計画できない地域） ※事業の実施不可。

（１）地域区分の設定（ゾーニング）

県内を保護地域、保全地域、調整地域の３地域に区分する。

また、調整地域及び保全地域のうち、自然環境・地域と再生可能エネルギーとの共生が図られると

知事が認めた区域を共生区域とする。

＜ゾーニングの手法＞
 自然環境、景観、歴史・文化等を良好な状態で未来に継承していく観点から、県が広域的な視点
から、客観的に確認できる現行法令の区域等に基づき設定。
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環境省（EADAS、自然環境調査Web－GIS）、国土交通省（国土数値情報）の公表データを
基に県環境政策課作成

保護地域
○ 自然公園区域（国立公園／特別保護、１種、２種、３種）
○ 自然公園区域（国定公園／特別保護、１種、２種、３種）
○ 自然公園区域（県立自然公園／１種、２種、３種）
○ 自然環境保全地域（国指定）（野生保護、特別、普通）
○ 自然環境保全地域（県指定）（野生保護、特別、普通）
○ ラムサール条約湿地
○ 鳥獣保護区（国指定・県指定）（特別保護地区）
○ 世界自然遺産（緩衝区域を含む）
○ 世界文化遺産（緩衝区域を含む）
○ 保護林
● 緑の回廊
● 国指定文化財等（史跡、名勝、天然記念物等） 
● 県指定文化財（史跡、名勝、天然記念物）

保全地域
○ 自然公園区域（国立公園／普通）
○ 自然公園区域（国定公園／普通）
○ 自然公園区域（県立自然公園／普通）
○ 鳥獣保護区（国指定・県指定） （特別保護地区を除く）
○ 保安林（保安施設地区を含む）
○ 国有林
（保安林、保安施設地区、保護林、緑の回廊を除く）
○ 地域森林計画対象民有林 （保安林、保安施設地区を除く）
○ 県開発規制地域（県指定）
○ 県緑地保全地域（県指定）
● ふるさとの森と川と海保全地域  

※「●」 の一部はマップに反映していない。
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（２） 合意形成手続（プロセス）

事業者の事業計画立案段階のできる限り早期に、地域に対して概要を説明する機会を創出し、地域

のメリットを明確にしながら、自然環境及び地域が守るべき地域固有の景観、歴史・文化等に配慮し

た事業計画の作成を事業者に促す。

環境アセスメント

配
慮
書

方
法
書

準
備
書

評
価
書

ア 環境影響評価手続前 イ 環境影響評価手続後環境影響評価手続（現行）

事業者

住民との意見交換会の開催

県

市町村意見を踏まえ、事業計画
に対する意見をとりまとめ

事業者

住民説明会

新 現

FIT/FIP認定

※共生区域では省略可

市町村

事業に対する市町村意見

県

知事意見の提出
（配慮書～準備書）

新

県に意見を提出

事業者

事業計画への反映

事業者に意見を提出

※共生区域では省略可

事業者

住民との説明会の開催

県

市町村と第三者機関の意見を

踏まえ、事業計画の認定・不認
定を判断

県に意見を提出

知事の認定 ・ 工事着手

事業者に通知

市町村

事業に対する市町村意見
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（電
気
事
業
法
）

工
事
計
画
の
届
出

【ゾーニング 】 【合意形成プロセス】

事

業

着

工

保護地域

自然環境、景観、歴史・
文化等を良好な状態で
未来に継承するために
保護する地域

（事業不可）

調整地域

保全地域、保護地域

以外の地域

不認定 関
係
者
へ
の
通
知
・公
表

【個別法の手続】

【通知・公表】

確認

事
業
の
中
止
を
検
討

設
置
計
画
の
再
構
築
・

事業者

共生区域内の事業

①事業計画の早期段階
・事業者：住民との意見交換会の実施
・市町村：市町村意見を県に回答
・県：市町村意見を踏まえ知事意見を通知

②環境影響評価書公告後
・事業者：住民への説明会の実施
・市町村：市町村意見を県に回答
・県：市町村意見等を踏まえ事業認否判断

地域との合意形成

環境影響評価① ②

保全地域

自然環境、景観、歴史・
文化等を良好な状態で未
来に継承するために保全
する地域

共生区域に移行し、
市町村による共生
事業の認定を受け
た場合に限り、事業
可

設
置
計
画
案
の
届
出
（
事
業
者
）

共生区域外の事業

設
置
計
画
の
認
定
（知
事
）

※ 国が再生可能エネルギー発電施設の設置をする場合その他公益上のやむを得ないと認められる場合は、例外的に認定することがある。

共生区域を目指しながら、合意形成プロセスを実施可

上記以外の共生区域内の事

業

温対法の促進地域、農山漁

村再エネ法の設備整備計画

区域内の事業

温対法又は農山漁

村再エネ法の認定

事業

認定

協議会等の開催

設
置
計
画
の
届
出

上記以外の事業
環境影響評価

共生区域内の事業は、合意形成プロセスを簡略化
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